様式第１６（第４０条関係）（第一面から第三面まで）

	認定申請書

申請年月日　2020年　1月　11日
　
　　経済産業大臣　殿
（ふりがな）にっぽんせいてつ
                              　一般事業主の氏名又は名称 日本製鉄株式会社
（ふりがな）
                              （法人の場合）代表者の氏名  　         印
[bookmark: _GoBack]住所　〒

法人番号3010001008848 
　情報処理の促進に関する法律第３１条の認定を受けたいので、下記のとおり申請します。

	記
情報処理システムの運用及び管理に関する指針に関する取組の実施状況

　(1) 企業経営の方向性及び情報処理技術の活用の方向性の決定
	公表媒体（文書等）の名称
	統合報告書2020

	公表日
	2020年11月6日

	公表方法・公表場所・記載箇所・ページ
	当社ホームページhttps://www.nipponsteel.com/ir/library/settlement.html
https://www.nipponsteel.com/ir/library/annual_report.html

	記載内容抜粋
	[統合報告書: p83]
・デジタルトランスフォーメーションの推進
ICTやデジタル技術が人々の生活のあらゆる面に急速に浸透している現在、これらの技術は、ビジネスの変革を促し企業の競争力を左右する重要な要素になると認識しており、当社としても注力していく。
当社のDX推進活動においては、進展著しいデジタル技術と人のコラボレーションを図りつつ、人がデジタル技術の力を活用して継続的に改革を提案する力（変えていく力）を獲得する風土に変革していく。すなわち、人による業務の意思決定を、デジタルの力でまず迅速化・高度化し、次第に標準化し自動化させ、生まれた知見とリソースをもとに、新たな提案と改革に取り組むという、継続的な業務改革サイクルの獲得を目指す。
※価値創出モデルは決算説明資料 P25参照 

	意思決定機関の決定に基づいていることの説明
	上記は、取締役会報告された公表報告書であることから、社としての意思決定機関による決定に基づいた内容である。



(2) 企業経営及び情報処理技術の活用の具体的な方策（戦略）の決定
	公表媒体（文書等）の名称
	2020年度 第2四半期決算発表
統合報告書2020

	公表日
	2020年11月6日

	公表方法・公表場所・記載箇所・ページ
	当社ホームページhttps://www.nipponsteel.com/ir/library/settlement.html
https://www.nipponsteel.com/ir/library/annual_report.html

	記載内容抜粋
	[決算説明資料: P18, 25～26]
中長期的基盤強化策における主要課題の１つとして、デジタルトランスフォーメーションを位置づけ。
データとデジタル技術の積極活用による生産プロセス改革・業務プロセス改革により価値創出を促進する。
[統合報告書: p83-84]
「業務プロセス改革」におけるﾃﾞｼﾞﾀﾙﾄﾗﾝｽﾌｫｰﾒｰｼｮﾝは、情報技術・処理性能の高度化を活用し、今まで集約途上で能力面から欠損していたデータをも含めて有機的に「つなげる」ことにより、全体最適を実現する高度な総合的意思決定の仕組みを構築する。
「生産プロセス改革」におけるﾃﾞｼﾞﾀﾙﾄﾗﾝｽﾌｫｰﾒｰｼｮﾝは、ｾﾝｼﾝｸﾞIoTやﾄﾞﾛｰﾝを用いたﾃﾞｰﾀ収集、ﾃﾞｨｰﾌﾟﾗｰﾆﾝｸﾞ等のAIを用いた高度な画像処理・言語処理・予兆診断、ﾛｰｶﾙ5G等の最新通信ﾈｯﾄﾜｰｸ等、高度ﾃﾞｼﾞﾀﾙ技術を積極的に評価・導入する。 

	意思決定機関の決定に基づいていることの説明
	上記は、取締役会報告された公表報告書であることから、社としての意思決定機関による決定に基づいた内容である。



1  戦略を効果的に進めるための体制の提示
	戦略における記載箇所・ページ
	[決算説明資料: P25 (図中右側)]
※ﾃﾞｼﾞﾀﾙ改革推進部門の設置・体制については、2019年度有価証券報告書(p25)、及び2020/7/7付ﾌﾟﾚｽﾘﾘｰｽ「生産設備構造対策と経営ｿﾌﾄ刷新施策の実施について」(p4)にも記載 
https://www.nipponsteel.com/ir/library/securityreport.html
https://www.nipponsteel.com/common/secure/news/20200207_700.pdf 

	記載内容抜粋
	ﾃﾞｼﾞﾀﾙ改革推進部門(情報システム含む)を中心に研究部門、設備部門、関連グループ会社が連携し、ﾃﾞｼﾞﾀﾙ改革を推進。 



2  最新の情報処理技術を活用するための環境整備の具体的方策の提示
	戦略における記載箇所・ページ
	ICT関連:    [統合報告書: p27-28]
ﾃﾞｼﾞﾀﾙ技術: [統合報告書: p83-84]

	記載内容抜粋
	[統合報告書: p27]
・ICT部門への人材投入
  - 当社全体では100数十人のｼｽﾃﾑ要員が企画・推進
　- 日鉄ｿﾘｭｰｼｮﾝｽﾞにおいても、その10倍以上の要員
  - 研究部門との協業(ｲﾝﾃﾘｼﾞｪﾝﾄｱﾙｺﾞﾘｽﾞﾑ研究ｾﾝﾀｰ、
ｼｽﾃﾑ研究開発ｾﾝﾀｰ)
※全社高度ﾃﾞｰﾀ解析基盤・AI開発基盤(NS-DIG)の整備は下記ﾌﾟﾚｽﾘﾘｰｽ参照
https://www.nipponsteel.com/news/20190425_200.html
https://www.nipponsteel.com/news/20201203_100.html



(3) 戦略の達成状況に係る指標の決定
	公表媒体（文書等）の名称
	2019年度有価証券報告書

	公表日
	2020年7月9日 (2019年度有価証券報告書)

	公表方法・公表場所・記載箇所・ページ
	当社ホームページ
https://www.nipponsteel.com/ir/library/securityreport.html

	記載内容抜粋
	[2019年度有価証券報告書 p18～25]
・2020年中期経営計画の取り組み、指標等
　 ROS 10%程度、ｺｽﾄ改善 年率1500億円  他



(4) 実務執行総括責任者による効果的な戦略の推進等を図るために必要な情報発信
	発信日
	2020年12月4日(第96期中間報告)
2020年12月 (季刊ニッポンスチール)

	発信方法
	・統合報告書
https://www.nipponsteel.com/ir/library/annual_report.html
・第96期中間報告書
https://www.nipponsteel.com/ir/library/report.html
・当社 季刊ニッポンスチール Vol.07
 https://www.nipponsteel.com/company/publications/quarterly-nipponsteel/index.html

	発信内容
	・統合報告書：社長メッセージ
データとデジタル技術の積極活用による事業競争力の更なる強化を目的として、（中略）データマネジメントの強化により、意思決定の迅速化と業務・生産プロセス改革を推進していきます。
・中間報告書: 社長メッセージ 
総合力世界No.1の地位を確立すべく、（中略）「つくる力」の再構築と「売る力」の強化による収益基盤の立て直し、海外事業の収益力拡大、そして業務改革・DX及び働き方改革の推進に取り組んでいます。
・季刊:「鉄×ＤＸ」と題する刊行物を発刊。
日本製鉄としてのデジタル改革について役員メッセージを発信(p12-13)。



　(5) 実務執行総括責任者が主導的な役割を果たすことによる、事業者が利用する情報処理システムにおける課題の把握
	実施時期
	2020年4月頃　～ 2020年8月頃

	実施内容
	・データ利活用基盤の課題抽出および対応の方向性検討
(外部ﾍﾞﾝﾀﾞｰによるｱｾｽﾒﾝﾄ含む)
・中長期視点での情報システムエンタープライズアーキテクチャにおける課題抽出および対応の方向性検討
※DX推進指標による自己分析(2020年10月)



　(6) サイバーセキュリティに関する対策の的確な策定及び実施
	実施時期
	2020年8月頃　～ 2020年11月頃 

	実施内容
	・ｻｲﾊﾞｰｾｷｭﾘﾃｨ関連投資の策定 (毎年)
- NSG-CSIRT(日本製鉄ｸﾞﾙｰﾌﾟCSIRT)活動において抽出された課題への対応策
- 外部専門業者によるｾｷｭﾘﾃｨｰｱｾｽﾒﾝﾄ結果に基づくｾｷｭﾘﾃｨ強化策
・ｾｷｭﾘﾃｨに関わる内部監査、外部監査 (毎年)
・ｻｲﾊﾞｰｾｷｭﾘﾃｨに関する教育訓練の企画実行 (毎年)



（注）(1)～(3)の取組において公表先のURLを提出しない場合は次の①の書類を、(4)の取組において情報発信内容を確認できるウェブサイトのURLを提出しない場合は、次の②の書類を添付すること。また、必要に応じて③、④の書類を添付できる。
1 (1)～(3)の取組における、公表を行っていることを明らかにする書類（公表先のウェブサイトの画面を印刷した書類等）
2 (4)の取組における、情報発信を行っていることを明らかにする書類（情報発信内容を確認できるウェブサイトの画面を印刷した書類等）
3  (1)の取組における企業経営の方向性及び情報処理技術の活用の方向性、(2) の取組における戦略を補足説明するための書類（最新の情報処理技術の変化による影響を踏まえた観点から決定していることを説明する書類等）
4 (5)～(6)の取組における、実施内容を補足説明するための書類



備考．用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とすること。


様式第１６（第４０条関係）（第四面）

（記載要領）
１．「申請年月日」欄は、経済産業大臣に認定申請書を提出する年月日を記載すること。
２．「一般事業主の氏名又は名称、代表者の氏名、住所」欄は、氏名については、記名押印又は自筆による署名のいずれかにより記載すること。一般事業主が法人の場合にあっては、住所については主たる事務所の所在地を記載すること。
３．一般事業主が法人の場合であって法人番号が記入されている場合は、一般事業主の氏名又は名称、代表者の氏名、住所の記載を省略することができる。
４．申請内容は正しく記載すること。認定後、虚偽または不正の申請を行ったことが判明した場合には、認定の取消し等所要の措置を講ずることがある。

